
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
千葉県 君津市
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [86.6%]
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人件費・物件費等の状況
人口1人当たり人件費・物件費等決算額[139,354円]
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給与水準   （国との比較）
ラスパイレス指数 [102.3]
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定員管理の状況
人口千人当たり職員数 [9.25人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [5.4%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [51.7%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

君津市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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財政力指数：
  　大型事業所及び関連事業所の集中により、類似団体平均を上回る税収があるため前年度と比較すると、0.07ポ

イント上昇し1.34となっている。（平成１５年度から５年連続して増加）

 

経常収支比率：
　  平成２０年度は86.6％と前年度に対し2.4％増加したが、引き続き類似団体平均を下回る結果となった。増加要因
としては、歳出面の福祉関係経費の増加により扶助費が対前年度増となっているためである。今後も引き続き行財

政改革を通じて義務的経費の削減に努める。
 

人口１人当たり人件費・物件費等決算額：
　 職員給与の見直しや職員数の適正化を図るなど、人件費の抑制に努め、物件費についても事業の見直し等によ

り、平成２０年度は1人当たり2,693円の減少となった。しかしながら、人口急増期に建設された施設の老朽化に伴う

維持補修費等により、類似団体平均を上回る結果となった。
　
実質公債費比率：
　 平成２０年度は5.4％であり、前年度に対して0.9％減少し、類似団体平均を下回る水準となった。今後とも緊急度・
住民ニーズを的確に把握した事業の選択により、起債に大きく頼ることのない財政運営に努める。

 

将来負担比率：

　 平成２０年度は51.7％であり、前年度に対して0.7％減少し 、類似団体平均を下回る水準となった。減少要因として
は、地方債の現在高の減少等によるものであり、引き続き起債に大きく頼ることのない財政運営に努めるなど将来
負担の適正化に努める。
　
ラスパイレス指数：
　  人口急増期の大量採用と合併によって、職員の年齢構成比率に極端な偏りがあり、指数に影響を与えている。

初任給基準の見直し、高年齢化対策などの措置を講じながら定員管理計画と併せて給与水準の適正化に努める。
　
人口1,000人あたり職員数：

　  類似団体平均よりも1.36人上回る水準となっている。市の面積が広大で類似団体と比較し、保育園や公民館など
の施設を多く配置しなければならないことから依然として類似団体平均を上回る結果となった。今後は職員の退職
状況を考慮しながら定員管理に努める。


